


























































































































































































































































































































































































































は，通常限定事項あるいは除外事項といわれる（Accountants'Handbook ed.by R. 
Wixon 28, 23, 1956）。
(8）商法281条の3②の 1号， 9号に関連して生ずる除外事項は，範囲区分のそれであ
り，意見表明の過程に制約が生ずるが計算書類の違法性とは直接に関係がない（高田
正淳「前掲稿」会計109巻1号〉。 9号の調査が不能の場合，意見の差控えもありうる。
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く述べている（昭50.3. 25）。
「商法監査の場合は事前監査を前提としているので，…除外事項の記載は，
本来ありえないことと期待され，個別的記載事項・個別意見に相当する記載は
行われず，また限定付適正意見もなし、。すなわち，会計処理の準拠性，継続性
及び表示方法等について，除外事項が1つでもある場合は不適法意見となる。」
個別意見ないし限定事項は，機能的には，修正提案であるとする見解や公認
会計士監査における批判的機能から指導的機能への，重点の移行としてとらえ
る考え方には掬すべきものがあるO
飯野教授によれば，会計監査人の監査報告書は2つの目的をもっているとさ
れる。当該報告書の機能は，計算書類承認のための判断資料に限られることな
し株主の持株処置に対する意思決定のための判断資料といういま 1つの機能
をもってい2。後者の観点から，商法の監査報告書においても，いわゆる総合
意見が必要とされ，したがって限定意見に相当するものが存在しうると説かれ
るO たとえ一部の項目が法令等に違反しているとしても，重要性が乏しいため
に，総合的判断を誤らしめる程度のものではないと認められる場合には，計算
書類は財産・損益の状況を正しく示しているものとみなすことができる。した
がって法令等に違反する項目，すなわち除外事項があれば，すべて不適正意見
となるものではなし、。以上のことは，監査論の立場からすれば，当然、の筋道で
(12) 
あり，ここに両監査における実質的一元化の途が聞かれる。高田教授は，限定
事項の存在を認めながら， 「限定付意見はできるだけこれを避け，また従来限
定事項であったものを制限し，監査報告書における説明事項ないし付記事項と
(9）江村稔「前掲書」 201頁。
(10) 日本公認会計士協会東京会編「例解会計監査報告書」 18-19頁。
(1) この点，山浦助教授は， 「商法会計はあくまでもこの主目的一債権者担保保全を前
提とした配当可能利益算定ーを達成する会計システムの枠内でしか投資意H思決定情報
提供の目的を考えなし、」とされる（前掲稿〉。
（四） 飯野利夫「前掲稿J会計109巻1号，産業経理35巻4号。
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して移行するよう関係者の努力が望まれる。」と述べられる。
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飯野説，高田説には，大規模の株式会社を前提として，商法計算思考の中
に，証券取引法でいう投資意思決定のための’情報提供機能を導入することによ
って，商法監査と証取法監査の一元化をはかりヲ｜し、ては監査報告書に同質性を
見出そうとする意図が窺われる。しかし商法監査において，商法会計は証取法
会計に優先し，証取法目的は，商法目的を阻害しない限りにおいて副次的に認
められるに止まる。すなわち，債権者の担保力保全一資本維持原則ーを前提と
制
する配当可能利益の算定が商法会計の目的であり，それが，適法に算定されて
いるか否かを検証することが商法監査の目的であるとすれば，計算書類の提示
とその監査報告書は，株主に対する取締役の会計報告責任の解除ないし Stew-
ardshipの遂行と検証に重点が置かれ，株主の投資意思決定を援助するための
開示財務情報としては限界を免れないであろう。
5 むすびにかえて
商法監査と証取法監査にかかる問題の解決の方向としては，商法監査へ一元
化するか，逆に証取法監査へ一元化するか， 2つの方法が考えられる。前者へ
の一元化は，証取法監査における批判的機能・情報伝達機能を阻害することに
なるO 後者への一元化は，商法監査における適法性よりも適正性を重視するこ
とになるであろう。
(13) 高田正淳「監査意見表明の一元化」企業会計27巻3号。
（凶大住達雄氏によれば，商法会計とは「株式会社がその会計を処理し，株主総会に提
IJ1するための計算書類を作成する商法上の基準」であるとされる（産業経理29巻11
号〉。
加） 「投資意思決定への重要性と（利害者間の〉衡平性という意味での重要性を比較し
たときには後者の方が厳しいことが予想され，結果的には配当可能利益算定過程の検
証という目的を第1に置くことにより，会計監査人の責任は重くなるであろうし，監
査手続にもより厳密さが望まれることとなる」 （山浦久司「会計監査人監査」産業経
理40巻2号）。
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会計監査人の監査報告書は，商法281条の 3①1号から4号までと 6号から
9号に掲げる事項を記載しなければならないが（特例法13条〉，証取法監査の監
査報告書と同様，短文式報告書の部類に属すると考えるO 現段階では，江村教
授による長文式監査報告書の必要性に対する主張に注目したいと思う。 「長文
式監査報告書によって，適法性に関する会計監査人の意見のほか，妥当性に関
する会計監査人の意見を伝達することができるO したがって長文式監査報告書
の作成は，単に監査役にとって有効であるばかりでなく，会計監査人にとって
もまた極めて有意義で、ある。まして会計監査人が，同時に証券取引法による財
務諸表監査を担当する時には，商法監査と証取法監査の『実質的一元化』を可
（注〉
能にする直接的な手段として機能することができる」とされる。それにして
も，適法性と適正性のズレ，会計監査人の補助機関性，個別意見（限定意見〉
と総合意見の区別等に表象される基本的課題は，依然、として今後に残されてい
るのである。
（注） 江村稔「前掲書」 159頁，ここにし、う長文式報告書には，実施した監査の方法の
みでなく，会計処理の当否に関する；官、見，とくに不当と判断した会計処理の指摘と説
明が記載され，通常，財務諸表項目ごとに述べられる。；ur；取法監査におし、て作成され
る監査概要書が参考になるとされる。
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